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1.　はじめに
　世の中に様々な面で格差が存在することは、否定できない事実であろう。皆に平等にチ
ャンスを与えたから教育における平等が達成されていると結論付けるのは、早計であると
思われる。なぜなら、与えられたチャンスを生かすまでの準備段階において、つまり教育
過程において発生している格差は、そのチャンスを掴めるか否かを決定するほどの力を持
つ。そうであるならば、その過程での格差・不平等に対しては、何らかの是正措置が必要
とされるのではないだろうか。それともこれは、置かれた環境の運不運という理由で片付
けていい問題なのだろうか。
　このような教育格差に関し、親の経済力が大きな影響を及ぼすという指摘がしばしば行
われる。そこで本稿では、親の経済格差と教育の関係に焦点を当て、法律、政治、教育環
境という 3つの観点から考察していくこととする。なぜなら、教育問題は複合的な理由か
ら発生することが多く、解決に向けて取り組むためには、多角的な観点からの考察が必要
だからである。そして最終的には筆者の見解の提示を目指したい。
2.　法律の観点から
　ここではまず、憲法に明記された教育を受ける権利に触れる。次に、憲法の理念に沿っ
て制定された教育基本法上の、教育の機会均等に関する条文解釈を行う。最後に、経済的
不平等を中心に、平等についての考察を行う。
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　（1）　教育を受ける権利
　戦前、教育を受けることは義務であって、権利ではなかった。そして、義務としての教
育は、教育勅語（国家と天皇にとってよき臣民であることが賞賛され、支配する側にとっ
て、便利な道具へと子どもを作り変えていくことが目標とされた）に至上の価値を置き、
軍国主義的あるいは極端な国家主義的な性格を有していた1）。戦後の教育は、こういった
戦前教育への反省からスタートした。そうした背景のもと、日本は教育を受けることは権
利であると憲法に明文化し、民主主義的な教育を目指すこととなった2）。
　以上の経緯から、子どもが教育を受ける権利は憲法 26条 1項3）に明記され、そしてそ
の権利を実現するため、同条 2項4）に親が子どもに教育を受けさせる義務が定められた。
憲法上の権利であるということは、その憲法によって拘束される国家が子どもの教育を受
ける権利を実現するために具体的な措置をとらなければならないことを意味する（＝国家
の教育保障責任）5）。
　しかし、子どもの教育に関する第一次的責任が親にあるにもかかわらず（民法 818条 1
項、820条）、なぜ国家を介在させる必要があるのだろうか。一つには、宗教などの親の
偏向教育から子どもを守り、開かれた社会に適合できるようにする必要があるからであ
る。もう一つは、貧困の再生産を防ぐためである。生活を支えるのに精一杯で、子どもの
教育に手が回らないという家庭環境で育った子どもは、一定の教育水準を要求される安定
的な仕事にはつきにくく、その子どもの教育に手が回らない、という貧困の再生産、負の
連鎖からなかなか抜け出せなくなる6）。格差はやがて階層となり、親の階層が教育に影響
を与え、受けた教育が職業に受け継がれ、子の階層として定着する（業績原理）7）。その
ような状況を作り出さないようにするためには、国家が教育保障責任を担う必要があった
のである。
　そのように考えると、教育を受ける権利は生存権（憲法 25条）の文化的側面として捉
えることが可能である。背景には 20世紀において普通選挙が実現し、労働者階級の意見
が政治に届くようになったことが挙げられる。階級格差の拡大や貧困層の増大など、社会
が抱える問題に対して、政府が積極的に介入し、是正を図ることが求められるようになっ
た（福祉国家観）というわけである8）。
　（2）　教育の機会均等
　憲法の規定を受けて、教育の機会均等が教育法規に明文化されたのが教育基本法 4条
（2006年改正前の旧法では 3条）である9）。教育の機会について、より直接的な規定とな
っているので、個別の内容を検討してみたい。なお、ここで参照した標準的な条文解釈は
主として旧法に対するものであるが、現行法にも通ずるものである。
a　1項解釈
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　（ア）　「すべて国民は、ひとしく」
　日本国民はいかなる原因・理由によっても教育を受ける権利を侵され、その機会を奪わ
れることはないことを意味する。教育の機会平等を説明しているのであって、教育内容の
平等を意味するものではないとされる10）。
　（イ）　「能力」
　各人が有する教育に足る精神的能力と身体的能力をいう。教育を受けるための経済的能
力は必要とされていない。健全な身体および精神を有する子どものみならず、肉体的・精
神的に疾患を抱える子どもも当然に、本項で意味するところの能力を有している11）。
　（ウ）　「その能力に応ずる教育」
　形式的な平等を追求すると、実質的不平等を招来する恐れがある。そのため、現在の能
力を発展していけるような教育の内容や程度は、形式的平等にとらわれない。憲法 26条
に同様の定めがあるにもかかわらず、本条であえて明文化されたのは上述の内容に加え、
教育に足る精神的能力と身体的能力を有している場合に、それ以外の理由や原因によっ
て、教育を受ける機会が妨げられるべきではないという意味をも含んでいると解され
る12）。
　（エ）　「教育を受ける機会を与えられなければならない」
　憲法 26条から導き出される国家の教育保障責任と同様の内容である。国民の側が行使
する教育を受ける権利の性質が問題となるが、単に国民が教育を受けることを国が妨げな
い権利（自由権）にとどまるものではない。国の負うべき教育の機会均等の実現について
の義務と責任を明文化したものである。ただし、例えば教育の完全な機会均等実現のた
め、客観的に不足している学校を国が設置しない場合に、国民の訴えに基づいて裁判所が
国に一定の学校の設置を強要しうるような権利ではない。つまり、不作為請求権（自由
権）にとどまらないが、具体的な学校設置などの個別的支援策に対する個別的な作為請求
権を保障するものでもないのである。しかし、直接的な個別の作為請求権ではないからこ
そ、包括的に教育を受ける権利を保障できる態勢構築に向けた国の法的責任はより大きい
といえる13）。
　（オ）　「経済的地位」
　ここでは、子どもの地位というよりも、保護者の経済的地位が主として問題とされてい
る。つまり、保護者の貧富により、子どもたちが社会で置かれている地位をいう。その地
位によって、教育を受けられなかったり、逆に、受けることができたりするように、教育
過程において差別待遇を受けることが否定されている14）。
b　3項解釈
　（カ）　「能力がある」
　本条 1項と同一のものと解するのが妥当である。しかし、財源の問題などで、奨学生の
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設定にあたって、より優れた能力を有する者を選ぶ結果になることは、好ましくはなくて
も、やむをえないと解されている15）。
　（キ）　「経済的理由」
　学校教育を受ける者およびその保護者の有する財産が、学校教育を受けるに必要な費用
を負担するには不十分であるという理由をいう。困窮のため最低限度の生活を維持するこ
とができないという、極度に低水準の経済状況まで要求するものではない16）。
　（ケ）　「奨学の方法を講じなければならない」
　奨学に関する種々の立法はなされているが、本当に大切なのは法律を誠実に実施するこ
とと、奨学制度確立のための施策を立案・実行することである17）。
　（3）　平等とは何か─経済制度に関連して
　前節で検討した解釈を踏まえ、平等の概念について考察したい。憲法 14条 1項18）には
法の下の平等が規定されている。本条での平等観は、絶対的（機械的）平等ではなく、相
対的平等だと言われる。性別・能力・年齢・財産・職業・または人と人との特別な関係な
どの種々の事実的・実質的差異を前提として、法の与える特権の面でも法の課する義務の
面でも、同一の事情と条件の下では均等に扱うことを意味するとされる19）。
　さらに、経済的平等について掘り下げてみたい。本稿で主題としている親の経済格差の
みならず、その後の家庭環境等は子どもによって全く異なる。そのため、それらの差異を
含めて、学校教育が始まる段階で、全ての子どもたちが同じ地点からのスタートを切るこ
とは不可能である。このような状況で実現すべきは、子どもたちがそれぞれ置かれている
環境の中で最大限の成長ができるように、不当な差異を生じさせる社会的諸条件に対し
て、何らかの是正措置をとることではないだろうか。この点について、機会均等原則を実
質化するために、経済的不平等の除去と、社会的環境の整備を前提とし、人間のゆたかな
可能性の解放をめざすべきだとの主張がある20）。これに対し、社会を平等にしようとする
試みは、不平等そのものの絶対的レベルを大幅に緩和しない限り到底不可能であるとの批
判もある21）。
　双方の見解は、親の経済格差と教育の機会均等を考える際に示唆的であるが、筆者は、
経済的不平等の除去というのは現代の資本主義社会においては非常に難しいのではないか
と考える。そもそも経済的不平等を肯定するのが資本主義であって（その象徴的な用語に
勝ち組・負け組があるが）、その不平等を完全になくそうとするならば社会主義国家に変
化するしかない。また、経済的不平等の軽減と捉えても、平等と不平等に境界線を引くの
は難しいだろう。現在も、累進課税や相続税など、再分配政策は存在する。これによって
持つものから持たざるものへ所得の再分配を行おうとの趣旨であるが、例えば所得税にお
いては超過累進課税がなされており、単純累進課税に比べると、その課税額は減額され
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る22）。
　多額の税が課されることとなれば、労働意欲が減退し、経済の活性化が阻害されるとい
う側面は確かにあるだろう。それは、資本主義国家である我が国からすれば、歓迎できる
ものではないかもしれない。しかし、経済格差が縮小しないという現状から派生する問題
もまた、筆者がとりあげている教育問題も含め、決して見過ごされよい問題ではない。
　そこで、筆者が最も好ましいと考えるのは、持つものの好意による還元である。マイク
ロソフトの創始者ビル・ゲイツを例に挙げる。彼は一代にして巨万の富を築いた。その一
方で、慈善団体を設立し、財産を寄付しているという23）。日本はアメリカより、社会奉仕
に対する関心が薄いのかもしれないが、成熟した資本主義国家として、私利私欲のみなら
ず、社会への還元という文化が根付くべきだと筆者は考える。2011年 3月 11日に発生し
た東北地方太平洋沖地震は甚大な被害をもたらしたが、多数の著名人・グループが、日本
赤十字社などに対し多額の寄付を行っていることが報道された24）。非常に好ましい傾向で
あるが、文化として定着するには時間が必要である。まずは、政策によって教育の機会均
等を実現する努力をすべきであると思う。
3.　政治の観点から
　政治分野において教育に関する最大の転換をもたらした新自由主義的教育改革に対する
批判的検討を通じて、『能力に応じた』教育と教育の機会均等について考察する。
　（1）　新自由主義的教育改革の概要
　政治の分野において、教育の平等はどのように考えられていたのだろうか。ここでは、
現代の教育の方向付けがなされた新自由主義的教育改革を取り上げたい。これは、1980
年から実施された学習指導要領改定と、1983年に中曽根首相（当時）が設置した臨時教
育審議会（以下、臨教審）の答申から始まった。
　1980年に実施された学習指導要領（1977年告示）は、1970年代の教育は知識詰め込
み・受験偏重であったとして、これを反省し、教育内容と時間を削減して、ゆとりの時間
を導入した。その方向づけを行った最も大きな転換点は、完全学校週 5日制・総合的な学
習の時間・絶対評価が導入された 2002年（1998年学習指導要領改定の実施）と言える
が、その先鞭をつけたのは 1980年実施の学習指導要領である25）。
　首相の諮問機関である臨教審では、2つの陣営の間で大きな対立が存在した。画一主義
と個性主義の対立である。画一主義論者は、主に文部省（当時）と日教組であり、機会均
等の確保や、教育内容の画一性をその根拠としていた。他方、個性主義は香山健一学習院
大学教授（当時）を中心とした、中曽根首相に近い研究者による主張である。この立場
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は、創造的エリートを作り出すことによって、その恩恵が再分配制度により国全体に行き
渡るという想定を根拠としていた。その基礎には、時代の変化について一定の認識があっ
た。つまり、明治期から 1970年代までの日本は欧米に追いつけ追い越せ型の catch up社
会であり、工業を発展させるために工場労働者の教育に重点を置く教育に適合的であった
のは全体の底上げを目指す画一主義だった、しかし、日本も高度経済成長を経て自国が追
われる立場になったことから、自分達で進むべき方向を開拓しなければならなくなった
（＝ frontier社会）、そこで、このような時代に必要なのは、真の創造的エリートである、
との認識である。こうした考え方の具現化が、ゆとり教育であった。臨教審ではこの両者
の対立に関して最終的な結論は見られなかったが、個性主義はその後における教育の中で
の重要な論点として採用されたのであった26）。
　（2）　個性主義への批判
　臨教審の委員によれば、「戦後教育においては、いずれかというと『教育の機会均等』
の実現を目指すあまり、『平等』の概念が強調され過ぎ、個性の尊重、自律、自己責任と
いうような『自由』の概念が軽視されてきたきらいがあり」、個性の尊重や個人の尊厳を
目指す教育へ改革する必要がある27）のだという。これをより詳細に述べると、「教育の機
会均等を論ずる第 3条（筆者注：旧教育基本法）は、このような『個人の価値』『自主的精
神』『自発的精神』等、要するに『自由』という教育理念を論じた前文、1条、2条に続く
位置にあるのであり、しかも憲法第 26条の規定を受けて、ここでも『すべて国民は、ひ
としく、その能力に応ずる教育を受ける機会を与えられなければならない』ことが明記さ
れているのである。戦後教育理念上の根本問題は、日教組も文部省も含めて教育界全体
が、『教育の機会均等』を論ずる際に、何故か意識的、系統的に、この重要な『能力に応
じて』という言葉の意味するものを忘れ、また、『個性の尊重』『個人の価値の尊重』『自
主的精神』等、教育における『自由』の理念を無視し続けてきたことである。」という内
容である28）。
　それでは、ここで主張されている『能力に応じた』教育＝能力主義とはどのようなもの
であろうか。能力主義は教育の分野に限らず、広く現代社会の構成原理として定着してい
るが、以下のように定式化できるという29）。
　① いかなる社会にも他の地位よりも重要であり、その地位につくために特別の力量が要
請されるような特定の地位が存在する。
　② これらの特定の地位にふさわしい力量を教育訓練によって獲得することができる才能
をもった個人は少数のメンバーに限られている。
　③ これらの地位につくために必須な才能をもった個人にとって、その力量を得て、その
地位につくために犠牲をはらうことを魅力あるものとするため、これらの地位にたい
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して、高い収入、権威、名誉などを与えることは合理的である。
　④ こうした社会的不平等は社会を維持していくために不可避であり、機能的には決定的
に重要である。
　能力主義をこのように定義したとき、とりわけ④の要件は、新自由主義的な立場から個
性主義の論理が前提とされているように思われる。そして、教育における機会均等は、画
一主義と適合的であるから、教育において、能力主義と機会均等は相容れないということ
になる。しかし、本当にそうであろうか。以下、個性主義を唱える臨教審委員の主張への
批判という形で、検討してみたいと思う。
　まず、個性主義がもたらす効果として、創造的エリートを作り出した恩恵は再分配制度
を介して、国全体に行き渡ることが想定されていた。しかし、現実はどうであろか。前章
（3）節でも述べたように、再分配制度は存在するものの、それによる効用は限定的なもの
といえる。少なくとも、「恩恵が国全体に行き渡っている」状況とは言えないのではない
だろうか。
　次に、発言内容について、『個人の価値』『自主的精神』『自発的精神』『個性の尊重』
『個人の価値の尊重』という言葉を一括りにして『自由』と置き換えているが、この置き
換えは恣意的であるように思われる。想定している『自由』の概念を定義で示さなけれ
ば、曖昧な『自由』を前提に論を進めることになる。その上にいくら主張を積み重ねても
説得力は感じられない。さらに、条文の位置関係により優劣が決まるというような定めは
存在しない。例えば、憲法において精神的自由権、とりわけ表現の自由は、重要な人権と
言われる30）が、その規定は 10条から始まる第 3章（国民の権利及び義務）の中ほど 21条
にある。従って、条文の順序が人権の優劣に反映されるということはない。個性の尊重と
教育の機会均等が両立しえないという結論はどうであろうか。『能力に応じた』教育とい
うときの能力とは、教育に足る精神的能力と身体的能力をいう31）。上述の主張では、この
能力を学力という形でしか捉えていない。つまり、能力差（筆者注：学力差）による差別を
個性差による差別へと、拡大解釈しているように思われるのである32）。本当に子どもたち
の個性を伸ばす教育であるならば、「能力に応じた」教育へ参加する機会が均等に保障さ
れている必要がある。そのように考えると、真の個性主義は教育の機会均等原則と親和的
であるはずである。
4.　環境の観点から
　最後に子ども達を取り巻く教育環境を、対外的要因（制度的要因・文化資本）と対内的
要因（学力資本）に分けて分析し、私見を述べたい。
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　（1）　制度的要因
　高校・大学間における序列化が顕著であるが、昨今では学校選択制を採用する自治体も
増えていることから、小学校段階での序列化も進んでいると思われる。すなわち、できる
学校とできない学校の一元的な序列が形成されているという現状がある。恵まれた家庭に
育った子どもは、学校教育の早い段階でスタートダッシュに成功しているから、その多く
が進学校に進学する。他方、そうでない子どもたちは非進学校・底辺校に進学する。現在
の日本では、一度乗ったレールからの方向転換は難しい33）。
　（2）　文化資本
　親の教育・職業・所得などで説明される階層が高ければ、子どもは具体的に目に見える
形、見えない形の双方で、親から好ましい影響を受けるという考え方が、文化資本であ
る。例えば、古典文学、クラシック音楽や絵画に接するとか、美しい言葉を使いこなすと
いった上位階層に特有な思考法式、あるいは立ち居振舞いもなども含まれる。これとは逆
に親の階層が低ければ、子どもはそのような影響を受けないことになる34）。あるいは、進
学に関しても35）、高学歴者の多い上位階層の親たちは、学校経験が豊富であり、良い成績
をとることが得であることを知っている。また、そのためのノウハウも蓄積されている。
家庭という場でそのことが伝達される子どもにとっては、大きなアドバンテージとなるだ
ろう36）。
　（3）　学力資本
　学力資本とは、親の階層や家庭での文化資本とは無関係に、本人がどれだけ学力に関心
があり、勉強をどれだけするかに注目した考え方である。本人の生まれながらの能力や、
どれだけ勉学に励んで努力しているか、そして学校でいかに効率的に教えられているかと
いったことが、子どもの学力の高さを決める際の大きな要因となるとする37）。日本におい
ては、文化資本よりも学力資本に対する信頼度や依存度がかなり高かった。そのことは、
大学入試における一般入試で、志望者全員同じ試験問題に挑み、その採点結果に応じて合
格者を決定する方法が広く用いられていたことからも読み取れる。公平性がその最大の利
点であったと言えよう。しかし、昨今の少子化現象で、いわゆる AO入試や出身校からの
推薦入学、内部進学の割合が増加しており、学力試験に限られない試験形式も定着してい
る。例えば、早稲田大学では一般入試（センター利用入試も含む）の他、AO方式等によ
る入試、自己推薦入試、指定校推薦入試、付属・系属高校からの推薦入試、スポーツ推薦
入試などがある38）。
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　（4）　私見
　教育の格差を考えたとき、最も自己に引き寄せて考えることができるのは、この教育環
境という分野ではないだろうか。筆者自身は、学力資本を重視した教育を受けてきた。大
学に入学し、周囲の友人達の親の職業は、社会的地位が高いとされている場合も多く、文
化資本という要因は確かに存在するように思う。また、親の経済力が各要因に影響を与え
─最も現実的な問題として─上級学校へ進学するためには親の収入が多い方が有利な
のは必然であろう39）。子どもが伸ばされるべき能力は学力だけではない。しかし、現代の
日本では、学力が能力の中で特別な地位を占め、評価されている側面は否定できない。学
力を伸ばすということは、子どもの将来の選びうる選択肢を広げるという意味で、有効な
手立てなのかもしれない。
　そのように考えると、経済的側面や文化資本で劣位に立たされた子どものために、家庭
では背負えなかった部分を地域や学校が分担して背負うことがあってもいいのではない
か。例えば、寺子屋のような学習機会であったり、学校の補習であったり、その手段は
様々あると思うが、そのような制度を整備すべきである。ただし、学びの過程において、
最も大切なのは学力資本であるように思う。筆者自身の経験がそのような結論を言わせる
のかもしれないが、文化資本だけ、あるいは経済的に裕福であるだけ、あるいは双方揃っ
ていたとしても、学力資本が欠けていたらその環境を生かすことはできない。
　ここにおいて、最終的には、教育観の転換をすべきだと考えられる。学力を過大評価
し、「できる子ども」と「できない子ども」の差別化が進行する教育から、人間力を育て
る教育への転換である。子どもたちは、一つの学校の中に、勉強を頑張る生徒、スポーツ
を頑張る生徒、行事を頑張る生徒など、多様な他者が存在するからこそ、お互いにぶつか
り合いつつも、自己と他者の違いを認め、他者への寛容を体得していくのではないだろう
か。人間は社会的生き物として、他者との関わりの中で生きていくことになる。周囲の人
間が、人の判断基準に学力というものさししか持っていなければ、他者から学び、自己の
他の可能性を伸ばす機会を皆がひとしく失っている、とも言えるかもしれない。学力とい
うのは一つのものさしに過ぎない。世の中には様々なものさしが存在し、自己と異なるも
のさしをもつ他者をも認められる人間になること。そういった人間力を育てる教育へ転換
すべきではないか。日本は物的資源が少ない国だとずっと言われているが、だからこそ、
人的資源を大切にしなければならないと筆者は考える。
　筆者が目指す教育観に近いことが実行されている学校がある。京都市立堀川高校であ
る40）。同校校長荒瀬克己先生は、本当の教育を探し求め、生徒が自由に研究を行う探究科
を設けるなど、改革を行った。結果として進学実績が向上し、堀川の奇跡と呼ばれている
という。他方で、文化祭は 3年生も含め 2ヶ月をかけ準備し、集団の中で生徒個人が成長
していくと語っている41）。筆者の考える教育観が、理想論に終始せず、実行可能なことを
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示す事例として、興味深い。
5.　結び
　昨年の都立高校入試で、定時制課程への進学希望が増加し、定員超過がおき、不合格の
生徒がでたというニュースが報道された42）。これは、進学機会が奪われたという点で看過
できない事態ではあるが、その背後にあるもっと構造的な要因を見過ごしてはならないの
ではないか。つまり、自ら進んで定時制を選ぶ生徒は何ら問題ないが、家庭の経済的ある
いは自分の学力の問題で消去法的に定時制を選ばざるをえない生徒も相当数いると考えら
れる。そのような生徒は、定時制に進学する機会のみならず、生育過程で定時制以外の学
校へ進学する機会をも奪われてしまったこととなる。これについての処方箋は、一つには
定時制の定数を増やすということであろう。これは、東京都教育委員会でもとられた対策
であり43）、進学機会の保障という課題には応えることができる。では、生育過程で発生し
た進学機会の狭まりについては何ができるのだろうか。定時制において学ぶ機会を拡充す
ることはできるが、教育というのは不可逆的なものであり、これまでの過程に何らかの措
置を講じたり、あるときに戻ってやり直すということは不可能である。環境によって選択
肢が狭められてしまう子どもたちを減らすためには、前章（4）節で述べた学習機会の提
供、ゆくゆくは教育観を転換する必要がある。
　さて、本稿では親の経済格差を中心に論を進め、貧困の側を支援するような見解を述べ
てきた。従来、貧困と言うと、食べ物が無くて飢え死にしたり、家が無くて凍え死んだり
といったイメージだった。しかし、昨今の貧困は見えない貧困である点に特徴があるとい
う44）。一方において、日本の豊かさが貧困の底上げをしたのだと筆者は思うが、他方で、
だからといって現在の状況を放置していいわけではない。新たな貧困のイメージを持っ
て、可視化する努力が必要である。例えば、運動靴や文房具など子どもたちが当たり前に
持っているものを持てない状況、というように具体的に考えれば、貧困は見えてくる45）。
その貧困にどう向き合っていくかは、究極的には自己責任論を基本とした米国型の小さな
政府を目指すのか、北欧型の福祉国家を目指すのかという選択に委ねられているとい
う46）。
　教育の問題を考えるとき、自分の受けてきた教育は肯定したいという気持ちが働く。し
かし、その気持ちが強すぎると、他の教育環境に置かれた人びとの立場を軽視することに
もなりかねない。問題解決への糸口を見誤ることのないよう、その点に注意しなくてはい
けない。また、こういった問題を考える大多数の人は、筆者も含め、運良く貧困から逃れ
ることができ、恵まれた教育機会を与えられた人たちである可能性が高い。運の違いで教
育機会が制限されるなど、やはりあってはならない。筆者は、各人の人生を左右する教育
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という分野には社会全体としてもっと力を入れるべきであって、教育の準備段階あるいは
過程における格差を縮小するためには北欧のように幼稚園から大学まで学費が無料という
社会をつくっていくのが望ましいと考える。確かに、教育への投資は結果がすぐ見えるも
のではない。しかし、子どもたちが受けた教育は世代を超えて伝承され、社会の基盤とな
ってゆく。もちろん、子どもたち自身の人生にも多大な影響を与えるものである。だから
こそ、教育への投資が重要視されるべきであるし、子どもたち全員がその投資を享受し、
教育を受ける権利を行使できる社会へと成長していけること。そのためには北欧型の福祉
国家を目指すべきではないか。最終的にはこれが、冒頭、筆者が自分に課した問いに対す
る現在の答えである。
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